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経済は拡大したり停滞したりを繰り返してい
ます。しかし経済活動は、誰かが全体を仕切っ
て統制を取っているわけではなく、個々の企業
や個人がそれぞれの事情や見通しに基づいて、
仕入れを行ったり、生産設備に投資したり、人
を雇ったりしています。皆が競うように生産や
消費を増やす時期があったかと思うと、それら
が過剰になってブレーキがかかるときもありま
す。人間の営みですから、時の勢いや気分に流
されることもあるでしょうし、気候などの自然
現象に影響されることもあるでしょう。そう
やって経済は活況と停滞を繰り返しているので
す。これが景気循環です。
そうした経済活動は、さまざまな経済統計と
して記録されています。生産設備を発注すれば
「機械受注」の統計が、原材料を多く仕入れれば
「商品市況」が動きます。人を雇えば「求人」や「雇
用」の統計が、給与が増えれば「所得」、それが
消費につながれば「消費支出」の統計が動くで
しょう。
これらの統計は、どれも皆、景気指標です。
そしてここに挙げた以外にも、数多くの景気指
標があります。しかし、景気というのは経済全
体の状況ということですから、その良しあしを
判断するには、それらの指標を一度に調べなく
てはなりません。これはなかなか困難な作業で
しょう。

経済統計でみる景気循環

そこで、これらの景気指標を整理してまとめ
た指標が、内閣府で毎月作成、公表している「景
気動向指数」です。景気循環を目に見えるかた
ちにしたものといってもよいでしょう。景気動
向指数には「先行指数」「一致指数」「遅行指数」と
3種類あって、それぞれいくつもの景気指標を
合成して作られています。
まずは先行指数がどんな統計によって構成さ

れているのか、ちょっと見てみましょう。ここ
に含まれるのは、それぞれ景気に先行して動く
統計や指数です。
まず「在庫率指数」は、景気がよくなる前に在

庫が減り始めることから採用されている逆向き
の指標です。「実質機械受注」や「新規求人数」は、
生産を増やすための準備です。そのためにはお
金が必要ですから、経済に回るお金の量を示す
「マネーストック」や、資金調達のしやすさを測
る「投資環境指数」も含まれます。材料の調達が
増え始めれば価格が上昇し「日経商品指数」が上
昇することになります。人々の、経済活動や消
費に対する「意欲」を示す「消費者態度指数」や
「中小企業の売上げ見通し」。「新設住宅着工床
面積」が増えれば、その後の支出の増加が予想
できます。そして、少し意外かもしれませんが、
「東証株価指数」も先行する指標として採用され
ています。株式投資家は、常に先を読もうとし
ているということですね。
一致指数になると、中身は製造業の生産や出

景気動向指数
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荷の量を表す「生産指数」や
「出荷指数」が中心となりま
す。経済が活況になると同時
に動く指数です。「輸出数量」
の指数も含まれます。生産量
が増え、実際に物が売れるよ
うになると、卸売業・小売業
の「商業販売額」、さらに企業
の「営業利益」に反映されま
す。雇用関係では、稼働して
いる人員と時間を表す「労働
投入量指数」や、雇用の逼

ひっ

迫
ぱく

度合いを示す「有効求人倍
率」が採用されています。
好景気で業績に余裕が出て
くると、企業は設備投資以外
の支出を増やすようになりま
す。遅行指数にはその傾向を
とらえるべく、「事業所向け
サービス業の活動指数」、常
用の「雇用数」や「給与水準」が
入ってきます。「設備投資」は既に完了した金額
として、企業の利益は「法人税収入」として表れ
ます。その恩恵が一般の個人にも行き渡るよう
になり、「家計消費支出」や「消費者物価指数」を
押し上げることになります。しかしそのような
好況のうちに、在庫や雇用の過剰感が「在庫指
数」や「完全失業率」に表れ始めるのです。

このほかにも、景気循環を知るために利用さ
れている指数はいくつかあります。その代表的
なものは、「日銀短観」でしょう。正式な名称は
「全国企業短期経済観測調査」で、通称の示すと
おり、日本銀行が行っている調査です。全国1
万社以上の企業を対象に、四半期に1度行われ
るアンケート調査で、翌月の月初（12月の調査
だけは同月中）に結果が公表されます。
いくつかある調査項目の中で、最も注目度が

「日銀短観」と
「景気ウォッチャー調査」

高いのは「業況判断」でしょう。これは「良い」と
いう回答数から「悪い」という回答数を引くとい
う、非常にシンプルな方法で指標化されていま
す。企業が幅広くカバーされていて速報性もあ
ること、誰にでも分かりやすいことなどから、
非常によく利用されています。
そのほか、内閣府が毎月公表している「景気

ウォッチャー調査」があります。日銀短観と同
じように、景気判断や見通しを聞くアンケート
調査で、地域ごとに経済に敏感と思われる事業
者を選んで行われています。結果は「家計」「企
業」「雇用」の項目別と、全国を12に分けた地
域別の指数として示されます。指数だけではな
く、回答者からのコメントも同時に公表されて
いて、読んでいると、生きた経済を感じること
ができる調査です。
指標にはそれぞれ特徴がありますが、景気循

環はどの指標でみても、大体同じように表れて
いるのが分かります（図）。
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図 景気動向指数と日銀短観でみた景気循環
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